









































































































































































































































































関して、輸出入品等臨時措置法違反事件の大審院判決（昭和 15 年 5 月 9








　この評釈は 1941（昭和 16）年 5 月の『法学協会雑誌』に掲載されたが、
148













































































野 は、「 違 法 性 の 意 識 」 に つ い て「 我 が 邦 に 於 て は 瀧 川 幸 辰 氏 が
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桐蔭法学 20 巻 20 号（2014 年）
誌に掲載された「統制法判例研究」において、その劈頭で輸出入品等臨





































































































































   ４．結びに代えて
　第二次世界大戦後の連合国による占領管理の下で、小野清一郎は戦時
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